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はじめに

　沖縄は，本土復帰２０年を経て産業構造が変わり ，県民の生活 ・暮らしにも変

化が現れてきた。しかし沖縄は，依然として「本土並み」の経済 ・生活にまで

は達成されていないという認識がある。その主要な原因は沖縄において製造業

の導入 ・発展が進んでいないこと，大規模なアメリカ軍施設 ・基地が存在して

いることなどによるものである。いわば沖縄は日本の地域のなかで特殊な地位

に置かれており ，それがまた沖縄経済の特徴にもつながっているということで

ある。こうした特徴をもっ ている沖縄経済においてさらに本土の地域とは異な

った現象がある。それは沖縄の「国際化」政策であり貿易および自由貿易地域

の設立である 。

　そこで本稿では沖縄の「国際化」政策の特徴，貿易の概況，自由貿易地域の

状況および問題点について分析する 。

（５５４）
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２． 沖縄の「国際化」政策の意義

　沖縄は１９７２年に本土に復帰して以来２０年を経過した。この問沖縄は本土並み

の経済，社会，生活などをめざした振興計画を作成し，実現化することを追求

してきた。しかし沖縄が望む本土並み水準は依然として達成できないはかりか ，

最近では若年失業率，物価上昇率などは本土より悪化している。また経済成長

率においても名目的には本土並みであるが，テフレーターとしての物価上昇率

が本土よりも高いために結果的には本土との経済的格差は拡大するということ

になっ てきている。沖縄県行政は，「本土との経済的格差是正」を最大の目標

にして諸施策を講じているのであるが，現実的には目標を達成できない状況が

あっ た。 こうした現状のなかで第３次沖縄振興開発計画は１９９２年８月に発表さ

れた。その目標とするところは「沖縄の特性を積極的に生かしつつ，引き続き

各面にわたる本土との経済的格差を是正し，自立的発展の基礎条件を整備する

とともに，広く我が国の経済社会及び文化の発展に寄与する特色ある地域とし

て整備を図り ，世界に開かれた個性豊かで文化の薫り高い地域社会の形成を目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
指し，平和で活力に満ち潤いのある沖縄県を実現すること」であるとしている 。

振興開発計画は復帰以来２０年２次にわた って作成されてきたが，今日において

も依然として経済的格差は是正されておらず，したがって今後１０年問にわた っ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
て格差是正のための施策を講じなけれはならないとするものである 。

　沖縄は島喚からなり ，狭い県土のなかでアメリカ軍基地 ・施設は１１％を占め

ている。沖縄の経済的発展は，軍事基地の存在によっ て阻害されており ，アメ

リカ軍基地 ・施設の全面返還こそ経済的格差是正の基本方向であるということ

は県民も行政も同様の認識にある。今次の振興計画においてもアメリカ軍基地

・施設の全面返還を掲げている。こうしたアメリカ軍基地 ・施設の存在が地域

の発展を阻害し住民の生活と暮らしまで脅かしているという状況は，日本の各

県で生じている現象であり ，軍事施設の撤廃 ・縮小を望むことになる。たとえ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５５）
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ば神奈川県の「民際外交」の推進は，なによりも平和を追求することにあり ，

その目標を達成するにはアメリカ軍基地 ・施設の縮小 ・撤廃を求めるという立

場である。沖縄は神奈川県とは必ずしも同一の立場ではないが，他の都道府県

に比してアメリカ軍基地 ・施設の占める比率は大きく ，それだけ住民の生活 ・

暮らしに及ぼす影響は大きい。したがってアメリカ軍基地 ・施設を縮小 ・撤廃

していくためには，なによりも世界の平和を希求していかなければならないと

するのである。また一部アメリカ軍基地 ・施設に依存している経済状況を改め

るためには，沖縄独自の経済発展を遂げることであり ，それがまた沖縄の「自

立化」を達成することになるとする基本的立場がある。「第３次沖縄振興開発

計画」はアメリカ軍施設 ・基地の全面返還要求の姿勢を貫いているが，その基

盤ともなる「国際化」政策においても沖縄独自の課題を提起しているのである 。

　「第３次沖縄振興開発計画」においては，「国際化」政策の一つである国際交

流を次のように計画している 。

　「沖縄は地理的，歴史的にこれらの地域（東南アジア諸国，中国沿岸域，韓国等）

との国際交流の推進を可能とする独自の基盤を備えており ，これらの特性を積

極的に活用し，個性豊かな活力ある地域社会を目指して，近隣アジア，太平洋

諸国等との我が国の南における国際交流 ・協力拠点の形成を図り ，経済，文化 ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
学術等の国際交流を積極的に推進する」とし，具体的な施策は国際都市として

の形成に必要な基盤整備を図ることを提起している。基盤整備の具体的な提起

としては「那覇空港の国際的空港としての機能の向上に資するよう利便施設等

の整備を図るとともに，那覇港，中城港湾等を整備拡充し，あわせて近隣アジ

ア諸国等と沖縄を結ぶ国際航空路線網及び外航航路網の拡充を図るなど，国際

的な交通輸送条件の整備を促進する。さらに自由貿易地域の活用等により物流

中継機能の拡充強化を図り ，近隣アジア諸国を中心とする国際経済交流の拡大

と基盤整備を促進する。また，交通 ・情報通信基盤，生活環境基盤等の社会資

本の整備とあわせて国際会議等の開催が可能な施設や宿泊施設の整備を促進し ，

コンベンシ ョン都市としての機能整備を図るほか，外国人に対する案内標識の

整備や情報提供体制を始め各種都市サーヒス機能の拡充など，国際都市にふさ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５６）
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　　　　　　　　　　　　　　４）
わしい都市環境の整備を進める」。 さらに国際交流の場の形成，協力の推進の

ために，沖縄国際センターの活用，国際交流を支援する情報システム整備，国

際交流団体育成，外国語教育の振興，各種国際会議の開催，留学生 ・研修生の

相互派遣，県民の国際親善父流，姉妹都市交流の推進などの政策の必要性を掲

げている 。

　今日の日本の経済，社会，文化，生活などにおけるキーワードは，高度情報

化， 高齢化とならんで国際化の進展が掲げられている。「国際化」の進展は ，

いまや政府，地域自治体から企業，教育，文化，生活などのすみずみまで浸透

することになっ てきている。日本の生産力水準に対応する国際的貝献の必要性

が叫ばれるようになっ たのも ，こうした状況と密接に結びついた社会現象でも

　５）
ある。沖縄の振興開発計画においても当然「国際化」は重要な課題であり ，具

体的な施策を講じなければならない課題である。「第３次沖縄振興開発計画」

においても「国際化」の施策が提起されているのであるが，沖縄県行政はこの

振興開発計画の以前に「国際化」政策の基本的方向を明らかにしている 。１９８０

年代後半からの日本の各地での「国際化」現象の進展にともなっ て自治省は ，

自治体 ・地域の「国際化」の必要性を提言しているが，沖縄県はそれに先だ っ

て基本計画をまとめている。沖縄県の「国際化」基本計画は１９８６年に提起され

ている 。

　１９８６年の「国際化」に関する基本計画は『国際交流の推進について一国際交

流の拠点形成一』と題して沖縄県総務部から提起された。この基本計画は，第

２次沖縄振興開発計画に示されている国際交流の基本計画および１９７４年に作成

された沖縄県行政規則「国際交流の総合的企画，調整及ぴ推進」に関連して作

成されたものであり ，「第３次沖縄振興開発計画」に示された国際交流の基本

方向と大きな隔たりはない。基本計画における国際交流の意義は，「四面海に

囲まれ，日本本土と東南アジア諸国との結節点に位置し，亜熱帯の豊かな自然

と県民の進取の気性により ，古くは中国 ・朝鮮をはじめ東南アジア諸国，ま

た， 近年においては，南北米との国際交流を通じて産業を興し，独特の文化を

形成し，発展してきた。これらの地理的有利性，歴史的経験を積極的に活用す

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５７）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）ることは，本県の地域社会の自立的発展を図る上で極めて重要」であるとして

いる。また国際交流の理念としては「国際交流を通じて恒久平和の確立と維持

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）に寄与していくと同時に，本県の自立的発展を図ること」と位置づけている 。

国際交流の現況としては，沖縄県国際交流財団の設立，外国人登録者５０数カ国

約５ ，０００人，アメリカ軍人 ・軍属５０ ，０００人の存在，外国人観光客数万人，アメ

リカの高校とのホームステイ ，外国人教員による英語教育，市町村レベルでの

姉妹都市関係，留学生，研修生の受け入れ，外国への派遣事業の推進などがお

こなわれてきている。さらにこうした国際交流を円滑に推進していくために県

民の理解と協力，行政，各種関係機関，団体，個人が主体的に参画すること ，

国際交流施設の整備，国際感覚を有した人材の確保 ・育成，国際航空路線の拡

充， 国際通信サーヒスの高度化，国際的な観光レクリエーシ ョンの振興なとの

いわゆる基盤整備の必要性を掲げている。国際交流の地域としては，「地理的

特性，歴史的背景を生かして，東南アジア並びに南米，北米との交流に比重を
　　　　　　　　　　８）
置くとともに近隣諸国」においている。こうした国際交流を推進することによ

って，第１に異文化との接触による個性の目覚め，国際理解と協調の精神が育

成され，新たな文化創造の可能性が生じること 。また海外に在住する県系人の

大きな励みとなり海外での社会的地位の向上につながること。第２に人材育成

効果があること。第３に国際交流の進展によっ て物流交流，技術交流を促進し ，

観光関連産業や伝統工芸等地域特性を生かした産業の振興，杜会資本の整備お

よび都市の再開発並びに農業，漁業等各種産業の振興につながることを期待し

ている 。

　沖縄の国際交流の促進 ・「国際化」の進展は，地理的 ・歴史的特性を生かす

ことになるし，産業発展，人材育成などの効果を期待できるものであり ，さら

に「自立的」発展を導くものであると位置づけているのである。沖縄の国際交

流・ 「国際化」の進展は，まさにアイデンティーを形成する重要な契機になる

ものとの期待が基本計画にあらわれている。そこで国際交流を推進する課題と

しては，交通通信ネ ソトワークの整備，国際交流を担う人材育成，技術研修の

場の確保，国際交流ゾーンの設置の必要性などとし，具体的な施策を掲げてい

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５８）
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る。

　沖縄のｒ国際化」において特色ある一つは，海外移住と国際協力という柱で

展開されている政策である。「海外移住は，１８９９年砂糖キビ農園労働者として ，

ハワイヘ渡った２７名の契約移民に始まり ，戦前，戦後を通じて９万人余の県民

が海外に雄飛し，今日では，海外在留県系人は２３万余人に達している。この数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｇｊは， 在外日系人数１８０万余人の１３％を占め，国内でも有数の移住県」であり ，

今後は移住者を側面から援護し，移住地での自立安定と経済発展を促し，沖縄

との連携を図る必要性を提起している。さらに海外移住に関しては「移住者受

入国においても単純労働者としての移住は難しくなっ ており ，技術と資本を有

する移住者を優先する選抜受入れに変わってきていることから，これからの移

住は移住先国に技術移転や地域開発をもたらす国際協力の一環として位置づけ
　　　　　　　　　　１０）
ていかなければならない」と ，今後も移住政策を続けていくことを提起してい

るのである。海外移住の促進をはかるためには，海外移住の啓発と普及であり ，

海外移住者の援護，県内海外移住団体の育成，移住関係資料の整備にあるとし

ている。海外移住者との連携 ・協力関係の強化を掲げている県自治体は多い 。

しかし新たな移住政策を掲げている自治体は沖縄だけであろう 。こうした政策

を掲げる背景は，歴史的に海外移住者が多いということと ，現在においても農

村の過剰人口の存在，失業者数の増大などの状況が続いていることを示してい

るということである。また国際協力の拡大としては，青年海外協力隊の派遣 ，

専門家の派遣を掲げている 。

　『国際交流の推進について』では，国際交流の啓蒙普及を重要な柱としてい

る。 その内容は，東南アジア，北南米諸国なとの移住先国を中心に諸外国の情

報を県民に提供すること ，海外知識の普及を促進すること ，沖縄を海外に紹介

し， 理解と協力をうるために外国語の広報誌の発行をおこなう 。沖縄はその具

体的政策として広報 ・出版活動の強化，国際交流講座 ・講演会の開催，海外情

報の入手　処理システムの確立なとを重点的に実施する方向を明らかにしてい

る。

　沖縄の国際交流の重要性に関しては，１９８２年の第２次沖縄振興開発計画にお

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５９）
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いても記されている。そこでの基本的な目標は，平和で活力のある地域特性を

生かした自立的発展を掲げている。この基本目標に基づいて『国際交流の推進

について』が提示されたのであり ，その限りにおいては第２次振興開発計画と

の齪鱈はない。そして第３次振興開発計画においても基本的な目標 ・方向性は

堅持されているのである 。

　沖縄の国際交流を促進する行政組織としては知事直轄の国際交流課がある 。

国際交流課は１９７４年に発足したもので，その業務は国際交流の総合的企画 ・調

整・ 推進，外国公館との連絡，通訳 ・翻訳，学術 ・文化 ・技術の交流，留学生

・研修生の受け入れ，海外移住の推進，海外移住者の援護などとなっ ている 。

沖縄の姉妹都市関係は，県がアメリカ，フラジルと ，那覇市がアメリカ ・ホノ

ルル，中国 ・福州市，ブラジル ・サンビセンテ市の３市と ，その他平良，与那

国， 名護，浦添がアメリカ，台湾，中国の諸都市との姉妹都市関係を締結して

いる。那覇市のホノルルとの姉妹都市関係は１９６１年に締結しており ，平良市は

１９６５年にアメリカ ・マウイ郡と締結しているといっ たように本土復帰以前から

国際交流は行われていたということになる。この２市以外の県，市，町の姉妹

都市提携は本土復帰以降の１９７３年からであり ，県の姉妹都市は１９８５ ．８６年に締

結している 。

　沖縄の国際交流事業に関しては，『国際交流 ・海外移住関係資料』として毎

年報告書が出されている。それには沖縄の国際交流の概要として，留学生 ・研

修員の派遣およぴ受け入れ，文化 ・親善交流の派遣およぴ受け入れ，経済交流

派遣，調査研究派遣および受け入れ，国際会議 ・講演会派遣および受け入れ ，

海外移住事業の概要として海外移住の推移，移住の形態，移住者への援助，既

移住者援護およぴ海外移住促進団体の育成などが記されている。例えば沖縄の

国際交流に関して１９９０年の事業としては，留学生 ・研修員は東南アジアから９

名の受け入れを，海外移住者子弟留学生として９名を，海外技術研修員として

ラテン ・アメリカを中心に５名を，海外技術漁業研修員としてソロモン諸島か

ら３名を，海外技術研修員としてサトウキビ栽培，公衆衛生，臨床看護婦実務

など１５名の受け入れ，その他の事業推進の状況が記されている。海外移住に関

　　　　　　　　　　　　　　　　（５６０）
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しては，移住可能なカナダ，オーストラリア，ブラジル，アルゼンチン，パラ

グアイ ，ボリビアなどの資格 ・条件などとともに移住件数の推移が記載されて

いる。移住は近年減少傾向にあり１９９０年には，ブラジルヘの２名に留まっ てい

る。 その他沖縄の外国人登録の状況は，アメリカ軍関係を除けば１９９０年末現在

５， ９５５名で，国籍別ではアメリカ ，中国，フィリッ ピン，ペルーの４国で約

８０％を占めている。外国人登録の多い市町村は，那覇市，沖縄市，宜野湾市 ，

浦添市などでいずれもアメリカ軍事基地 ・施設と関連したものとなっ ている 。

　沖縄は，第２次振興開発計画のなかにおいても国際交流の意義 ・拡大が提起

されていた。そして第３次振興開発計画においてもその意義 ・重要性は貫かれ

ている。とくに第２次振興開発計画の中での，国際交流の意義は沖縄の「自立

的発展」の方向への道であることが提示されている。ここでいう「自立的発展

の道」とは，本土政府の財政的援助によらない沖縄経済を形成するということ

である。すなわち沖縄は ，１９７４－５年恐慌以降本土企業による国内分業 ・市場に

組み込まれる可能性が少ないという状況のもとで，独自の経済構造を構築して

いくこと，独自の財政的基盤を構築していくことの課題が課せられたのである 。

したがって沖縄は本土政府，企業の援助の削減が予測されるなかで「国際化」

を追求していかなければならなかったのである。その基本目標とするところは ，

なによりも平和を追求していくことであり ，「自立化」の達成を掲げなければ

ならなかったのである。いわば沖縄の「国際化」の進展は，世界経済 ・日本経

済の構造転換のなかで，本土政府の財政 ・援助削減，本土製造業企業の進出の

可能性がない状況のもとで，独自の財源確保と製造業生産を主軸としない産業

構造によっ て地域の活性化をめざすものとして，本土の他府県にさきがけて採

らなければならない政策であ ったということになる 。

　　１）『第３次沖縄振興開発計画の案』沖縄県，１９９２年，３ぺ一ジ 。

　　２）『第３次沖縄振興開発計画の案』に関する検討は，次を参照されたい 。

　　　　岩田勝雄「復帰後２０年の沖縄経済と第３次振興開発計画」『立命館経済学』第

　　　４１巻第３号 。

　　３）『第３次沖縄振興開発計画の案』４２－３ぺ一ジ 。

　　４）同上書，４３ぺ一ジ 。
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　５）ｒ国際化」の経済学的意味については次を参照されたい 。

　　　岩田勝雄「現代世界経済と地域における国際化の展開」『地域経済学研究』第

　　３号，１９９２年 。

　６）『国際交流の推進について』沖縄県総務部知事公室国際交流課，１９８６年，１ぺ

　　 一ジ 。

　７）同上書，１ぺ一ジ 。

　８）同上書，４ぺ一ジ 。

　９）同上書，１７ぺ一ジ 。

　１０）同上書，１７ぺ一ジ 。

２． 沖縄の外国貿易の概況

　復帰前の沖縄貿易は，アメリカによっ て「自由貿易」を方向づけられた。こ

の「自由貿易」は，アメリカ向けの綿製品輸出の制限，余剰農産物の第３国向

けへの再輸出禁止，アメリカの中国，北朝鮮，ウェトナムなどへの「対敵取締

法」に基づく貿易の禁止，キ ューバとの貿易でもアメリカの国内法の適用によ

って貿易が禁止されるといっ た内容をもっ たものである。アメリカの占領下に

あっ た段階での沖縄は，建て前としてはＧＡＴｒの原則が適用されていたので

あるが，実態はアメリカの貿易政策がそのまま適用されるという管理貿易の一

形態といえる構造であ った。もちろん沖縄の貿易規模は小さく ，１９６０年の貿易

では輸出約３ ，０００万ドル，輸入約１億３ ，０００万ドル，１９７０年においても輸出１億

ドル，輸入５億ドルという規模にすぎなかった。主たる輸出品は本土向けの砂

糖であり ，輸入品は鉄鋼，機械機器などの生産財から食料品，飲料 ・タハコな

どの消費財まで全般にわた っている。輸出先は本土に約８０％依存しており ，輸

入においても本土に７０％依存するというような構造であ った。こうした沖縄貿

易は本土とは異なっ た構造 ・仕組みをもっ ていた。それは沖縄に自由貿易地域

が設定されていたことである。自由貿易地域では，本土から輸入した部品を加

工してアメリカに輸出するという形態であ った。トランジスター組立加エ　カ
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メラ積替，野球用グロー ブ製造，双眼鏡組立などがその内容で沖縄の安価な労

働力を利用した中小企業育成対策でもあ った。しかしこの自由貿易地域は，本

土の産業構造 ・貿易構造の転換，香港，韓国なとの地域での同一商晶の競争力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
増大によっ て， やがて競争力を失い消滅することになるのである 。

　第１表は復帰後の沖縄貿易の概要である 。１９９１年の貿易額は輸出入合計で

３， ２１４億円となっ ている 。沖縄の貿易は１９８１年に輸出入合計７ ，２７３億円に達して

いるから，１９９１年の貿易額は１０年前の２分の１以下の水準になっ ていることを

示している。沖縄の貿易は復帰後一貫して輸入超過である 。１９８１年の輸出は

２０５億円，輸入は７ ，０６８億円で，輸入超過額は６ ，９６３億円と大幅になっ ている 。

しかし１９８７年以降輸入超過額は減少傾向にある 。１９８７年の輸入超過額は１ ，２９０

億円と１９８１年の輸入超過額よりも４ ，６７０億円も減少している。この輸入超過額

の減少傾向は１９９１年まで続いており ，１９９１年の輸入超過額は１ ，４８２億円となっ

ている。沖縄の貿易で輸入超過額の減少傾向が続いている要因は，第１に輸入

が減少していること ，第２に輸出が拡大していることである。輸入の減少は表

からも明らかであろう 。１９８１年の輸入は７ ，０６８億円に達していたのが，１９８７年

には１ ，５４３億円と輸入額が約８０％減少している 。輸入は１９８８年，８９年，９０年 ，

９１年と減少傾向にある 。１９７４年以降輸入は拡大を続け，１９８１年にピークに達し

たのであ った。１９８１年以降輸入は減少していっ たが，急速に低下したのは１９８６

年で，前年の約２分の１の水準にまでなっ ている。輸入に対して輸出は ，１９９０

表１表　沖縄県貿易推移 （単位 ：１００万円）

輸　　出 輸　　入 輸出入合計 輸出入差額

１９７２ ６， ６３６ ４５ ，２８９ ５１ ，９２５ ３８ ，６５３

７５ ９， ０２６ ３５０ ，８９２ ３５９ ，９１８ ３４１ ，８６６

８０ ７， ０７０ ６３１ ，９０５ ６３８ ，９７５ ６２４ ，８３５

８５ １８ ，６００ ４１６ ，７７１ ４３５ ，３７１ ３９８ ，１７１

８７ ２５ ，２３８ １５４ ，２７６ １７９ ，５１４ １２９ ，０３８

８８ １３ ，６８０ １５５ ，３２９ １６９ ，００９ １４１ ，６４９

８９ ４５ ，４７０ １７１ ，７０３ ２１７ ，１７３ １２６ ，２３３

９０ ９５ ，４８８ ２３５ ，５９６ ３３１ ，０８４ １４０ ，１０８

９１ ８６ ，６１６ ２３４ ，８２８ ３２１ ，４４４ １４８ ，２１２

（資料）『外国貿易年表」（沖縄地区税関）各年次より作成 。
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年に９５５億円を記録した。１９７３年の輸出額はわずか６１億円にすぎず，１９９０年の

輸出額は１９７３年の輸出額の約１５倍にまでなっ ているということになる。輸出が

急速に拡大した年次は１９８９年である。それ以前の輸出は，１９８２年に２４億円と最

低の年次があるように一定したものではなく ，年次によっ て大きなばらつきが

あっ た。 ところが１９８９年に４５５億円の輸出額を達成してから ，９０年には９５５億円
，

９１年は８６６億円と輸出額の増大が顕著になっ ている。１９８９年以降輸出額が急速

に拡大した要因は，石油および石油製品が韓国，台湾への輸出を伸ばしたから

である 。１９９０年の石油および石油製品の輸出額は８６３億円で，同年の輸出額の

約９０％に達している。１９９１年においても石油および石油製品の輸出額は７８０億

円で，同年の輸出額の９０％を占めているのである。このように沖縄の貿易の概

況は，輸入超過が特徴的であるが，輸入は年々減少傾向を続けており ，輸出は

石油および石油製品輸出を除けばほぼ一定しているということになる 。

　第２表は日本貿易に占める沖縄貿易の比率である 。日本の輸出額は１９９１年４２

兆３，５９９億円の規模に達している。国民総生産のほぼ１０％が輸出されていると

いうことになる。日本の輸出額が１０兆円を超えたのが１９７３年であり ，１９９１年に

はその４．２倍になっ ている 。１９８５年の輸出は約４２兆円になっ ているが，この年

次はドル高 ・円安状況になっ ており ，ドル建て輸出を円に換算すれば円表示額

が膨らむという特殊な要因によっ ている。この年次に先進資本主義諸国による

第２表　日本貿易に占める沖縄県貿易 （単位 ：１億円，％）

日　　　　本 言中　　　縄

輸　出 輸　入 輸　出 構成比 輸　入 構成比

１９７２ ８８ ，０６１ ７２ ，２９０ ６６ ０． ０７５ ４５３ ０． ６２７

７５ １６５ ，４５３ １７１ ，７００ ９０ ０． ０５５ ３， ５０９ ２． ０４４

８０ ２９３ ，８２５ ３１９ ，９５３ ７１ ０． ０２４ ６， ３１９ １． ９７５

８５ ４１９ ，５５７ ３１０ ，８４９ １８６ Ｏ． ０４４ ４， １６８ １． ３４１

８７ ３３３ ，１５２ ２１７ ，３６９ ２５２ ０． ０７６ １， ５４３ ０． ７１

８８ ３３９ ，３９２ ２４０ ，０６３ １３７ ０． ０４ １， ５５３ ０． ６４７

８９ ３７８ ，２２５ ２８９ ，７８６ ４５５ ０． １２ １， ７１７ ０． ５９２

９０ ４１４ ，５６９ ３３８ ，５５２ ９５５ ０． ２３ ２， ３５６ ０． ６９５

９１ ４２３ ，５９９ ３１９ ，００２ ８６６ ０． ２２８ ２， ３４８ ０． ７３６

（資料）［通商白書’各年次，［外国貿易年表』より作成 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５６４）



　　　　　　　　　　　沖縄の「国際化」と外国貿易（岩田）　　　　　　　　　６３

プラザ合意がなされいわゆるドル安 ・円高に誘引される。その後の円表示での

輸出額増加は，為替換算による膨らみによっ てではなく実質的に輸出が増大し

ていることを示している。もちろん輸出額の増大は，輸出数量の増大，輸出価

格の引き上げなどがその一般的要因であるが，日本の場合は，輸出商品の高度

技術化 ・高付加価値化への移行によっ て輸出価格そのものの引き上げを可能に

したのである 。輸入は輸出と同じく１９７３年に１０兆円に達している 。その後１９７３

年１０月の石油価格の上昇によっ て輸入額は増大し，第２次石油シ ョッ クの時期

には輸入額は急速に増大し，１９８０年には３０兆円を超している。プラザ合意以降

はドル安 ・円高のもとで輸入額は円表示では減少の傾向が続いた。日本の貿易

は大幅な輸出超過が継続する中で先進資本主義諸国との経済摩擦 ・貿易摩擦が

生じ，それを緩和する対策として輸入の増大を図る政策が行われてきたのであ

る。 しかし１９９０年末からの景気後退に伴い輸入は停滞している。むしろ景気後

退は輸出ドライブとなっ て， 出超額を増大させることにつながっている 。１９９１

年の輸出超過額は，円表示で１０兆円を超えた。ドル表示では，輸出３ ，０６６億ド

ル， 輸入２ ，０３５億ドルで１ ，０３０億ドルの輸出超過となっ ている。こうした日本貿

易の出超傾向が続く中で，沖縄貿易は大幅な入超という特徴がある。沖縄貿易

が日本貿易に占める比率は，輸出においては１９９１年でＯ ．２３％であり ，１９８８年以

前はＯ．１％にも満たない時期もあ った。日本貿易は輸出では４０兆円を超える段

階にまで至っているが，沖縄の輸出はわずか９００億円強にすぎない。また輸入

においてはＯ．７％前後であり ，日本貿易に占める比率は極めて小さい。沖縄の

輸出額が小さい要因は，製造業の発展が本土に比して未発展であること ，競争

力のある輸出産業が存在していないということである。輸入においては，製造

業の未発展ということが部品や原材料などの輸入の必要性を小さくしているこ

と， 貿易業者が未成熟なことなどによる。沖縄が本土に比して貿易量が小さい

ということは，復帰後の沖縄経済建設の方向が製造業中心でなかったことであ

り， それだけ沖縄経済は本土とは異なっ た構造をもっ ていることを示すもので

ある。ただし沖縄の輸入は日本貿易に占める比率が１９７５年，８１年と２％を超え

る年次があり ，またその他の年次でも２％弱の比較的高い比率を記録している
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が， これは１９９０年，９１年にも記録したように石油輸入の増大によるもので沖縄

の輸入構造のいわば特殊な側面を表しているものである 。

　沖縄の商品別輸出入の状況を示したのが第３および第４表である。沖縄の輸

出は各年次で大きなばらつきがあり ，輸出の特徴 ・構造を特定することが困難

になっ ている。沖縄の輸出は，先にみたように１９９０，９１年と急速に増大した 。

それまでの輸出は，１００億円前後の規模で日本貿易に占める比重も極めて小さ

かっ た。 主たる輸出品も魚介類，中古船舶，中古自動車などであり ，安定した

輸出品ではなかった。たとえば１９８０年は輸出額は７０億円にすぎず，そのうち魚

介類は約３０％，中古船舶は３３％を占めている 。１９８５年の輸出は１８６億円と１９８０

年に比すれば２ ．６倍になっているが，その主たる輸出品は石油 ・石油製品で１６５

億円，輸出額の８８％を占めている。沖縄の輸出品に占める比率が相対的に高い

魚介類などは，１９８５年ではわずか２００万円にすぎず，その他の製品の輸出も極

めて小さい。１９８５年の石油 ・石油製品の輸出先は韓国，台湾，イランであるが，

第３表　商品別輸出推移 （単位 ：１００万円）

１９７５ ８０ ８５ ８７ ８８ ８９ ９０ ９１

食　料　品
３２９ ２， ０９２ ４９ ４８３ １， １４７ ３， ４８３ ３， ７３５ ３， ０４３

魚介類同製品 ３１２ ２， ０８１ ２ ４８１ １， ０６１ ２， ２１１ ２， ４５７ ２， ００７

繊維同製品 ８ ２９ ３４ ３７ ６８ １２８ ５２

衣　　　類
２６ Ｏ ２３ ３４ ３７ ４１ １２６ ５２

化学製品
２６ ９ ７ １３ ３０ １９４ ５２０ ８９２

非金属鉱物品 ０ ０ Ｏ ５０ １７７ ７５７ ８３５

金属 ・同製品 ６６４ ８ ３ ３ ５ １０ ２ １７１

機械機器
５， ３１１ ３， ７１１ ９０４ １， ０８７ １， ７７７ ４， ３１２ ２， ４５８ ２， ４１０

一般機械
３９６ ４７２ ２９９ ３９４ ６７５ １， ２１４ １， ０１２ １， １６４

電気機械 １ ２０ ３９ １８９ ７６４ ９５８ ７７６ ４９５

輸送用機械
４， ９１４ ３， ２１７ ４７７ ４７４ ３３４ ２， １３０ ６６８ ７４７

自動卓部品
１３ ８１５ １６８ １７９ ６０ ８０ １０５ ９８

船　　　舶
４， ７９０ ２， ３４２ ３０８ ２９０ ２１６ １， ７１４ １１３ ３５２

そ　の　他
１， ３２４ １， ２４３ １７ ，６０６ ２３ ，６１９ １０ ，６３４ ３７ ，２２５ ８７ ，８８７ ７９ ，２１４

硫　　　黄
７３１ ７６１ ３０４ １７４ ３２９ ５７４ ４６１

石油同製品 ０ １６ ，４８６ ２２ ，３８８ ８， ２６２ ３５ ，８０８ ８６ ，２６１ ７７ ，９９２

再輸出品
１， ２６３ ２９２ ２４５ ６１２ １， ８６５ ４６３ ３５９ ２４９

合　　計
９， ０２６ ７， ０７０ １８ ，６００ ２５ ，２３８ １３ ，６８０ ４５ ，４７０ ９５ ，４８８ ８６ ，６１６

（責料）【外国貿易年表』より作成 。

（５６６）
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　　第４表　商晶別輸入推移

６５

（単位 ：１００万円）

１９７５ ８０ ８５ ８７ ８８ ８９ ９０ ９１

食　　料　　晶 ３５ ，０８９ ３２ ，６８７ ３１ ，９３９ ２８ ，８６３ ３２ ，２４７ ３５ ，６６８ ３６ ，８６３ ３６ ，５１６

肉類同製品
１， ００２ １１ ，５２９ １２ ，０５０ ９， ９１４ １１ ，３９３ １３ ，４２２ １２ ，５１９ １２ ，５５５

魚介類同製晶
１， ５９０ ３， １２５ ２， ４６２ ２， ０４０ ３， ２４０ ２， ３６６ ３， ４４５ ４， １３９

穀物同製品
３， ４９２ ４， １０６ ４， ６１２ ２， ５５２ ２， ７２６ ３， ３８２ ３， ５８５ ３， ０５１

とうもろこし
１， ５０１ ２， １６２ ２， ２９６ １， ０９７ １， ３０３ １， ７２５ １， ８７４ １， ６５０

果　実　野　菜 ３， ２５２ ３， ８８０ ４， ６１０ ４， １８８ ４， ４５０ ４， ７３１ ４， ８９０ ４， ４６０

金　属　原　料 ６６６ １， ５５３ ２， ３２７ ５１８ １， ０４３ ９０７ １， ２７６ ９７９

原　　料　　晶
５， １００ １２ ，２６０ ８， ０３８ ８， ０１５ ８， ９８２ ８， ３１７ ７， ０８５ ７， ５７１

木　　　　　材 ４， ３８７ １０ ，９７１ ６， ０７５ ５， ５９７ ６， ３５５ ５， ８６３ ４， ８６９ ５， ６３６

月巴　　　　料 １５９ ６０４ １， １２７ １， ０３６ Ｏ

石　　　　　炭 ０ ７４０ １， １６４ １， ０６６ １， ０２０ ２， ３７１ １， ９４９

原　９由　粗　亨由 ３０８ ，１６８ ５６８ ，６５８ ３５４ ，８４１ ９７ ，６５１ ８６ ，４３２ １００ ，４７６ １５５ ，３４６ １５８ ，７１７

イヒ　学　製　品 １， １３２ ７９６ １， ２５８ １， １９３ １， ２９９ １， １３４ １， ５３４ ２， ０６０

機　械　機　器
２， ７９３ ３， ７９５ ３， ０５５ ６， １３４ ７， ３３６ ５， ０８５ ７， ３７３ ４， ４７０

輸送機械類
７１０ ３， ６１４ ２， ２２９ ３， ５９４ ６， ６８８ ４，．５０１ ６， ８３９ ３， ７４５

そ　　の　　他
３， ９２１ ７， ５８８ ９， ０９６ ９， ３１４ １１ ，６２２ １２ ，１５３ １２ ，０６９ １２ ，３７０

鉄　　　　　鋼 ８１３ １， ２５６ ７２０ １， １６１ １， ３０３ ２， ５７９ ２， ０２３

衣　　　　　類 ７６６ １， １２６ ８２１ １， ８２８ １， ４１７ １， ５３１ １， １２４ １， ２４０

合　　　　計 ３５０ ，８９２ ６３１ ，９０５ ４１６ ，７７１ １５４ ，２７６ １５５ ，３２９ １７１ ，７０３ ２３５ ，５９６ ２３４ ，８２８

（資料）第３表と同じ 。

その他の年次では輸出先の変動が大きく ，また輸出額の変動も大きい。１９８９年

以降沖縄の輸出額が増大した大きな要因は，１９８５年と同様に石油 ・石油製品の

輸出が急増したことにある。石油 ・石油製品の輸出は，１９８９年３５８億円，９０年

８６３億円，９１年７８０億円となっ ており ，それぞれの年次に占める輸出比率は，８９

年７９％，９０年９０％，９１年９０％となっ ている。沖縄の最近年次の輸出の急増は ，

石油 ・石油製晶が韓国，台湾，中東などへの輸出が増大した結果である。石油

・石油製品の輸出は，主に灯油，軽油，重油などであり相対的に価格の低いも

のに集中している。石油 ・石油製品以外の輸出は，　般機械，電気機械などに

おいてわずかながら伸びているにすぎない。一般機械では建設用 ・鉱山用機械

類， 電気機械ではテレビカメラなどであり ，いずれも沖縄で生産された製品で

はない。また一時期輸出が増大した，中古自動車の輸出は最近では１００－２００台

前後と減少している。沖縄の輸出品は石油 ・石油製品は沖縄で生産されたもの

　　　　　　　　　　　　　　　　（５６７）
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であるが，船舶，自動車などを含む機械機器類などは本土からの調達品であり ，

沖縄を経由して輸出されているにすぎない。沖縄の製造業の輸出品は，復帰前

ではラジオ，衣類，セメント ，雑貨類などであり ，復帰後は石油 ・石油製品 ，

セメントなどに限られている。本土の輸出構造との大きな相違である。それだ

け沖縄には製造業の発展が本土に比して進んでいないということを示すもので

ある 。

　沖縄の輸入は，１９８１年に７，０６８億円日本の輸入に占める比率も約２％と最高

の水準に達したが，その後は滅少傾向を辿っている 。１９９１年の輸入額は２ ，３４８

億円と８１年の金額の３０％強にすぎない。沖縄の輸入額が日本貿易に占める比率

も０，７％と縮小している。１９８１年次における輸入は，原油 ・粗油が主たる商品

で， 金額は６ ，４６９億円，比率で９２％を占めていた。その他の輸入品は，食料品 ，

木材などであり ，石油を除くと沖縄の生活関連品の輸入が主であ ったことにな

る。 原油 ・粗油の輸入は，本土への石油供給およぴ近隣諸国，中東への輸出を

目的としていたもので，安定的に生産し安定的に移出 ・輸出可能な部門ではな

かっ た。 いわば短期的な性格をもっ た輸出入品であり ，沖縄の石油精製部門の

拡大をもたらすものではなかったのである。それが１９８２年以降の輸入構造にも

あらわれ，１９８７年には原油 ・粗油の輸入は９７７億円と最高時の１５％にまで低下

するのである。沖縄の輸入が本土に比して製造業の発展が未成熟でありながら

日本貿易に占める比率が相対的に高かったのは，原油 ・粗油という特殊な商品

の輸入の占める比率が異常に高かったことによるものであり ，一度原油 ・粗油

の輸入が減少すれば，日本貿易に占める比率も貿易額も激減するという極めて

不安定な貿易構造になっ ている。原油 ・粗油を除いた沖縄の輸入は，食料品 ，

木材などが主たる商品である 。１９９１年の輸入は，食料品３６５億円で輸入比率は

１５％を占めている。食料品のうち最も金額の大きい商品は，肉類で１２６億円と

なっ ている。肉類は牛肉５４億円，豚肉２６億円などとなっ ており ，輸入先はアメ

リカ，ニュージーランド，デンマークなどである。肉類の輸入は，牛肉の輸入

自由化が行われて以来拡大傾向にあり ，この面でも本土の肉類輸入を先取りし

た傾向がある。また穀物などの輸入も増大しているが，これは沖縄の畜産，養

　　　　　　　　　　　　　　　　（５６８）
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鶏などにおいて外国からの飼料穀物に依存した生産体制が形成されているから

である。沖縄の畜産，養鶏は本土復帰以降急速に農家の集約化，規模の拡大な

どが進行し，その過程のなかで生産コスト削減を目的とした外国産の飼料穀物

を使用する農家形態が王流になっ てきたのである。沖縄の畜産，養鶏も本土並

みの農家経営が進行していることを意味している。沖縄は原油 ・粗油，肉類 ，

穀物，木材などが代表的な輸入晶であることにあらわれているように産業構造

をそのまま反映したものであ って，いわゆる加工品の輸入が少ないという特徴

をもっ ている。また原材料 ・素材輸入が大きな比重を占めているといっ ても ，

大規模素材型産業が発達しているわけではなく ，石油精製を除くと沖縄の従来

型の産業の素材 ・原材料輸入であるということになる。また近年日本の貿易に

おいては日本企業の海外進出 ・海外生産の拡大に伴い海外現地生産品の輸入な

ども増大しているが，沖縄企業は海外進出にまで至るような資本 ・生産規模を

保持していないゆえに製品 ・部品輸入などもおこなわれていない。その他沖縄

の輸入は，観光戻し税の特例措置の関係で，ウィスキー フランテーなとのア

ルコール類，化粧品，カバン，装身具などの輸入がおこなわれている。しかし

こうした商品も関税率の低下，並行輸入の拡大あるいは一部の商品における外

国との価格差の縮小などによっ て沖縄での購入が相対的に減少する傾向にある 。

　第５表は地域別，国別輸出状況を示している。国別 ・地域別輸出においては ，

東南アジア地域に集中している 。１９９０年では輸出総額９５５億円のうち９２１億円比

率にして９６ ．５％，１９９１年では輸出総額８６６億円のうち８３０億円比率にして９５ ．８％

が東南アジア地域に集中している。１９７５年の輸出地域は東南アジア６３％，８０年

では３８％，８５年は６３％であ ったから，この３年問の東南アジア地域への輸出の

集中は一層進んだということになる 。輸出額は１９７５年東南アジアヘは５７億円 ，

８０年２７億円，８５年１１７億円であ ったが，８９年３６６億円，９０年９２１億円，９１年８３０億

円となっ ており ，輸出金額においても輸出比率においても東南アジア地域の増

大は顕著である。東南アジア地域の輸出を国別でみれば，１９８９年では韓国１７９

億円，台湾３９億円，香港８５億円，シンガポール２９億円，中国１９億円，その他の

国１５億円となっ ている 。９０年は韓国５３２億円，台湾１９１億円，香港７９億円，シン

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６９）
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第５表　地域別国別輸出推移 （単位 ：１００万円）

地域国名 １９７５ ８０ ８５ ８７ ８８ ８９ ９０ ９１

東南アジア
７， ９３１ ２， ７０６ １１ ，７３７ １６ ，６６７ １２ ，３００ ３６ ，５７２ ９２ ，１４４ ８２ ，９７１

韓　　国
１， ０２８ １３７ １０ ，０００ １３ ，２０８ ５， ７８３ １７ ，８５０ ５３２ ，２２８ ３１ ，５８３

台　　湾
４７０ １， ５１８ ９６９ １， ７５９ １， ４７８ ３， ９４０ １９ ，１１２ ２０ ，４８４

香　　港
２７２ ３３６ ２５２ ５６ １， ９６５ ８， ５１６ ７， ９３６ １４ ，７５１

タ　　イ
６２ １６ ６ １０ ６２１ １７７ ５９ ２２

シンガポール ０ ９ １， ３６１ １， ０２４ ２， ９４６ ５９６ ３， ７７４

フイリッ ピン
５， ７３９ ６９８ １９４ ２５５ ２８４ ７１７ ５， ０１９ ６， ０３９

中　　国 Ｏ １ １ １８ ０ １， ９４１ ４， ８３８ ５， ２７１

中　近　東
２５９ ０ ５， ５７３ ７， ９８３ ０ ４， ５２８ ５１２ ４

イ　ラ　ン ０ Ｏ ５， ５７３ ７， ９８３ ０ ４， ５２８ ５１２ Ｏ

イ　ラ　ク ０ Ｏ ０ ０ ０ ０ ０ ０

ヨーロツパ
２４２ １４ ９７ ２０ ３９ ５５０ ３５ ９０５

イギリス ０ １ ３ ０ ４３ ２ １ ０

フランス
１ ０ ８ １４ １２ １４ ２１ １６

ドイ　ツ ０ ０ Ｏ ５ １４ ２ ３ ４

ベルギ ー ０ ０ ８６ ０ ８ ０ ３ ３

オランダ
６８ Ｏ Ｏ ０ ０ Ｏ ０ Ｏ

北アメリカ
１９９ ７８ １， １２７ ６１ ５２ １２６ １８１ ６６

アメリカ
１９６ ７８ １， １２７ ６１ ５１ １２３ １８１ ６６

ラテンアメリカ ４７ ２， ２００ ２ ３６ １２６ １， ５７５ ４２ ２２４

メキシコ ０ ０ ０ ０ ０ Ｏ ０ ０

ブラジル Ｏ ０ ０ Ｏ ０ １ ０ ０

オセアニア ０ １ ０ ４ １ ２ ０ ９

アフリカ
８２ Ｏ ５４ ０ ０ ０ ０ ０

そ　の　他
２６６ Ｏ Ｏ ０ Ｏ ０ ３ Ｏ

旧ソ連
２６６ ０ Ｏ ０ ０ ０ ３ ０

合　　計
９， ０２６ ７， ０７０ １８ ，６００ ２５ ，２３８ １３ ，６８０ ４５ ，４７０ ９５ ，４８８ ８６ ，６１６

（資料）第３表と同じ 。

ガポール６億円，フィリッ ピン５０億円，中国４８億円，その他１５億円であり ，９１

年は韓国３１６億円，台湾２０５億円，香港１４８億円，シンガポール３８億円，フィリ

ソピン６０億円，中国５３億円となっ ている。東南アジア地域への輸出は韓国，台

湾， 香港，シンガポール，フィリッ ピン，中国の６地域 ・国に集中しているの

である。とくに中国への輸出は１９８９年になってから本格的に開始されたのであ

り， それ以前はほとんど輸出はおこなわれていなかったのである。韓国への輸

出は１９８０年代後半にはいってから拡大し，１９８５年の輸出では沖縄輸出の約５０％
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を占めるようにな った。韓国への輸出は８８年は５８億円と減少したが，８９年には

再び約５０％の比率を占め，９０年では５６％，９１年では３６％の比率となっ ている 。

韓国への輸出品は石油製品が主である。１９９０年の韓国への石油製品の輸出は

５２９億円，９１年は３１２億円となっ ている。韓国への石油製品の輸出比率は，９０年

９９％，９１年９８％である。また台湾への輸出は，有機化合物，魚介類，金属製品 ，

　般機械，電気機械，輸送用機械，石油製品と沖縄の輸出品種類のほとんどが

扱われている。１９９０年の輸出では石油製品が最大で１６３億円，電気機械６億５

千万円，一般機械４億６千万円，有機化合物４億８千万円，輸送用機械２億円 ，

魚介類２億２千万円なととなっ ている。９１年の輸出は石油製品１７９億円，　般

機械４億８千万円，電気機械４億３千万円，有機化合物８億円，輸送用機械２

億円，魚介類１億７千万円などとなっ ている。台湾への輸出は韓国への輸出構

造と異なり石油製品の比重は高いが，輸出種類が多いという特徴がある。近年

輸出額の増大が著しい中国には，韓国と同様に石油製品が輸出されているので

あり ，９０年の輸出比率は９６％，９１年は８０％が石油製品の輸出である。中国との

貿易はまさに石油製品の輸出によっ て拡大したものである。その他フィリッ ピ

ンヘの輸出も石油製品が約９０％を占めており ，シンガポールヘの輸出において

も石油製品の占める比率は９０％以上となっ ている。したがって沖縄輸出は東南

アジアヘの集中度が高いのは，韓国，台湾，中国，シンガポール，フィリッ ピ

ンなどへの石油製品輸出が拡大したからである。石油製品の輸出を除くと沖縄

の輸出は，ほとんど拡大していないということになる 。

　沖縄の他地域 ・国への輸出は，東南アジアに比べ極めて小さい。中近東には

１９８５年，８６年，８７年にイラン向けに灯油，軽油などの石油製品が輸出されてい

るが９１年にはゼロになっ ている 。ラテンアメリカには１９８９年１５億８干万円輸出

されているが，これはパナマヘ中古船の輸出が行われたからであり ，こうした

特殊な商品の輸出がおこなわれないかぎりにおいては，輸出地域として十分に

確立していない。その他ヨーロソパ，北アメリカなどの先進資本主義諸国に対

しての輸出は少額であり ，日本全体の貿易構造との大きな相違がある。またオ

ーストラリア，アフリカなどへの輸出はほとんどおこなわれていない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５７１）
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第６表　地域別国別輸入推移 （単位 ：１００万円）

地域国名 １９７５ ８０ ８５ ８７ ８８ ８９ ９０ ９１

東南アジア
３１ ，２０６ １０１ ，３３８ ５６ ，０２４ ３３ ，２２９ ４１ ，９４９ ４９ ，３６５ ５７ ，３５１ ５９ ，３８７

韓　　国
１８３ １６５ ４， ４６４ ３６９ ４８４ １， ５４２ ２， ４２８ ２， ０３３

台　　湾
４， ０８０ ８， ４６７ １０ ，７５１ １２ ，２５９ １３ ，６７０ １２ ，２１６ １２ ，０２５ １１ ，２４５

香　　港
１， ３０１ ４９７ １， ０４２ ９５１ １， １３５ ９９７ ７７５ ８５５

タ　　　イ
２， １８４ １， ６４２ １， ４６０ １， ５１４ ２， ５２５ １， ８２７ １， ７２５ １， ６０２

シンガポール ４４８ ４９ ６９２ ９２６ １， １６７ ４， ２２５ ４， ８９９

フイリッ ピン
３， １５２ ４， ０９０ １， ６６２ ９２１ ９２５ ２， １８３ １， ２８８ １， ６７２

マレーシア
５， ４４４ ５， ８９７ ３， １２８ ７， ２９２ ７， ８００ １０ ，３６６ １０ ，２８７

インドネシア ３８ ，９６１ １６ ，４２５ ５， ２８５ ４， ３７８ ５， ８２３ ９， ６１７ ９， ９３２ １１ ，５８１

中　　国
９， ９９６ ５， ９６２ ２３ ，３９９ ８， ９７４ ９， ５３０ １１ ，７００ １４ ，２６０ １４ ，８２９

中　近　東
２６１ ，３３５ ４８９ ，３６５ ３２９ ，１７０ ９１ ，５２７ ７５ ，７９９ ８４ ，５９７ １２８ ，４６９ １３７ ，４７５

イ　ラ　ン ９９ ，５１４ ３７ ，９１１ ６１ ，７４０ １５ ，９８７ ４， ３３３ １７ ，３２７ １６ ，２９５ ９， ６８４

イ　ラ　ク ４０ ，７０４ ７７９ ０ １１ ，３３３ ７， ８３０ ４， １９７ ０

サウジアラビア ２９ ，０７０ ２２８ ，７７３ １２５ ，９５５ ２１ ，７５３ １９ ，６８４ ２２ ，７９６ ４８ ，４７８ ５５ ，２１７

クウェート
１２４ ，８５２ ６８ ，０６０ ４， ３７４ ３， ２８２ ２， ３９２ ６７ ８１３ ０

ヨーロツパ
８， ５５３ ７， ５８４ ７， ５５５ ７， ４９４ ９， ３０５ ９， ７２１ ９， ２５９ １０ ，３３９

イギリス
３， ３０７ ３， ３３９ ２， １２８ ２， ０９６ ２， ７０２ ２， ５９７ ３， １３７ ２， ７８１

フランス
４５４ ５７９ ５２１ １， ２７９ ７３２ １， ４５８ １， ３４８ １， ４８５

ド　イ　ツ ３４１ ２２０ ４３６ ３２５ １， ３６８ ４６９ ４６７ ４２１

ベルギ ー
９２ ８１ １７９ ２５５ ２９１ １５４ １３７

オハンダ
４３７ ２０５ １７３ ２３３ １５１ ２４３ ８８ １３０

北アメリカ
１３ ，３６０ ２０ ，１１３ １５ ，８８０ １５ ，３３９ １８ ，２２１ １８ ，３３４ ２１ ，４３３ １９ ，１３０

アメリカ
１３ ，１８９ １９ ，９５３ １５ ，５８０ １５ ，０６１ １７ ，９０７ １７ ，６２５ ２０ ，２８３ １８ ，２５０

ラテンアメリカ ２０６ ５， ５４７ １７７ ９６ １２６ ３９９ ４， ４２４ ９８

メキシコ
２４ ２８ １４ ２２ ３， ６５５ ２６

プラジル
１４７ １１５ ３６ １０ ７３ ５５ ２７

オセアニア
５， ９５２ ６， ４２７ ５， ６７４ ５， ６６１ ８， ０１２ ８， ０３８ １１ ，２７５ ７， ２９８

アフ　リ　カ ４ ３６３ ２５６ ２８４ １， ４８７ ７７

そ　の　他
１１７ １， ０２６ １， ９０６ ６７５ １， １３０ ９４６ １， ８６２ ９９３

旧　ソ　違 １１７ １， ０２６ １， ９０６ ６７５ １， １３０ ９４６ １， ８６２ ９９３

合　　計
３５０ ，８９２ ６３１ ，９０５ ４１６ ，７７１ １５４ ，２７６ １５５ ，３２９ １７１ ，７０３ ２３５ ，５９６ ２３４ ，８２８

（資料）第３表と同じ 。

　沖縄の地域別 ・国別輸入状況を示したのが第６表である。沖縄の輸入地域は

輸出と異な って分散している 。１９９０年の輸入額は２ ，３５６億円，東南アジア５７４億

円２４％，中近東１ ，２８５億円５５％，ヨーロッパ９３億円４％，北アメリカ２１４億円

９％，オセアニア１１３億円５％などとなっ ている 。１９９１年は輸入総額２ ，３４８億円

のうち東南アジア５９４億円２５％，中近東１ ，３７５億円５９％，ヨーロソパ１０３億円
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４％，北アメリカ１９１億円８％，オセアニア７３億円３％などとなっ ている 。

１９７５年の輸入地域は輸入総額３ ，５０９億円東南アジア３１２億円９％，中近東２
，６１３

億円７４％，ヨーロッパ８６億円２％，北アメリカ１３４億円４％，オセアニア６０億

円２％などとなっ ている。８５年は輸入総額４ ，１６８億円，東南アジア５６０億円１３％ ，

中近東３ ，２９２億円７９％，ヨーロッ パ７６億円２％，北アメリカ１５９億円５％，オセ

アニア５７億円１％となっ ている 。沖縄の輸入は１９８１年に７ ，Ｏ００億円を超え最高

を記録したが，その後は低下傾向を辿り ，１９９０年，９１年の輸入額は８１年の輸入

額の３３％にまでなっ ている。輸入額が最も低下した地域は中近東で１９８１年

５，８６５億円の輸入額が，９１年には１ ，３７５億円と最高時の２３％にすぎなくなっ てい

る。 輸入を国別にみると中近東の石油産出国からの輸入は湾岸戦争の影響によ

ってイラク ，クウェートからの輸入が減少したこと，イランの輸入額が低下し

たことなどが特徴的である。中近東諸国を除くと沖縄の輸入地域は１９８０年次と

大きな隔たりはない。東南アジア地域では輸出の構成と異なっ
て， 韓国，香港 ，

シンガポールなどからの輸入は相対的に小さく ，原材料供給国のフィリッ ピン ，

マレーシア，インドネシアなどからの輸入額が相対的に大きくなっ ている。ヨ

ーロッパ，北アメリカの先進資本主義諸国からの輸入は大きな変動はなく ，む

しろ停滞傾向にある。沖縄の輸入は石油を除くと食料 ・穀物，原材料などが主

たる商品となっ ている。それを国別でみれば，韓国からは石油製品，鉄鋼，中

国は穀物類，原油 ・粗油，台湾は魚介類，果実 ・野菜，機械類，タイは穀物類 ，

シンカポール石油製品，マレーシア木材，原油 ・粗油，フィリ ソピン魚介類 ，

果実 ・野菜，インドネシア原油 ・粗油，石油製品，木材 ・同製品，ヨーロソパ

ではデンマーク肉類，イギリス，フランスアルコール飲料，アメリカからは肉

類， 果実 ・野莱，たばこ，機械類，オーストラリアからは肉類などを輸入して

いる。この沖縄の輸入構造は，産業構造と対応したものとなっ ているが，輸出

地域 ・国とは対応していないという特徴をもっ ている 。

　　１）復帰前の沖縄貿易の構造については ，

　　　杉野圖明 ・岩田勝雄編『現代沖縄経済論』法律文化社，１９９０年，第５章「沖縄県

　　　の外国貿易と自由貿易地域」を参照されたい 。

（５７３）
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４． 自由貿易地域の現状

　１９８８年沖縄に日本で初めての自由貿易地域が設立された。自由貿易地域は

「沖縄振興開発特別措置法に基づき，沖縄における企業立地を促進するととも
　　　　　　　　　　　　１）
に貿易の振興に資するため」に設置されたのであ った。沖縄の自由貿易地域は

「東南アジア輸出加工区のような原料品，部品を輸入し，製品を輸出する輸出

型保税工場としての機能だけでなく ，むしろ米国の外国貿易地域
（Ｆ
ｏ。。１ｇｎ－Ｔ。。ｄ。一Ｚ．ｎ。）のように，域内で加工　最終調整を行い，輸入するタイ
　　　　　　　　　　２）
プの機能が中心となる」ものであり ，沖縄に輸出あるいは本土向けの製品をつ

くる製造業の発展 ・拡大を期待してのものであ った。沖縄自由貿易地域の設立

のキ ャッ チフレーズは「アジア太平洋地域交流ネ ットワークの拠点，恵まれた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
ハード，ソフト面の環境，わが国２１世紀へのジャンプ台」として宣伝された 。

沖縄自由貿易地域は那覇空港に隣接し那覇港にも近いという地域で，建物は床

面積４ ，９００市の１号棟，床面積２，０００耐の２号棟なと施設面積９ ，０４０命，そのう

ち保税地域部分が７ ，０８８耐，その他野積場，駐車場が設立されている。入居企

業数は７～１９社を予定していたのであるが，１９８８年７月の発足時には２７社が利

用することになっ た。 当初の２７社は製造業関係１５社，流通関係１２社で，資本関

係は外資系１社，本土資本系２社，県内資本２４社，参入形態は新規投資１１社
，

移転１６社であ った。そして自由貿易地域からの出荷形態は県内２５～７％，本土
　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
７０％，外国向け４％という状況であ った 。

　沖縄自由貿易地域創設の当初のねらいは，「第１に沖縄県に本土および外国

資本への企業↓地を可能にさせること，第２に東南アジアとくに台湾，香港 ，

中国に地理的に近く貿易の距離を短縮することが可能であること，第３に沖縄

県の地域的 ・地理的特性を活かした産業の導入が可能であること，第４に沖縄

県においては，すでに自由貿易地域が設立されており ，一定の経験があること ，

第５に沖縄県は本土に比して経済的格差があり ，一定の是正を必要としている

　　　　　　　　　　　　　　　　（５７４）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
こと ，産業振興の可能性をもっ ていること」であ った。本土復帰後の沖縄は製

造業の導入が進展しないままに経済的格差が是正されないという状況が続いた 。

自由貿易地域の創設は，沖縄と本土との経済的格差を縮小するための製造業発

展の契機になるとの期待がかけられたのである。同時に自由貿易地域は，高付

加価値 ・高度技術集約型などの先端産業の導入が困難な状況のもとで，特に建

設需要を中心とした沖縄への経済的発展の一助になる可能性があること ，開発

振興計画の具体化のなかでいわゆる「予算消化」的性格があること ，さらに沖

縄独自の課題 ・計画として位置づけることが可能であることなどによっ て設置

が決定されたのであ った。したがって沖縄自由貿易地域は沖縄振興開発計画の

重要な柱として位置づけられたのではなく ，当初から沖縄の経済的発展には十

分な期待はもてないであろうという性格を持つものであ ったことになる 。

　現在の沖縄自由貿易地域の状況は次のようになっ ている 。

　１９８９年には搬入額５３億５ ，７００万円，搬出額５４億２ ，１００万円であ ったのが，１９９１

年では搬入額１５億８ ，１００万円（１９９１年より統計処理において自社で貿易をせず自由貿

易地域内外の企業へのサービスを提供している企業 ・サービス業 ・倉庫業の取引額を含

んでいない），搬出額２２億５ ，７００万円と急減している。入居企業数は，２７社と発

足時と異なりはないが，搬入 ・搬出額で大幅な低下となっ ている 。１９８８年の搬

入額では国外９５％，国内５％と国外の比率が高かったのが，９１年には国外５６％ ，

国内４４％と国内の比率が高まっ てきているのである。搬入額を製造 ・非製造業

で区分すれば１９９１年の製造業は７社１１億５ ，７００万円，非製造業１７社４億２ ，４００万

円となっ ている。その他サ ービス業は１３億７ ，７００万円である。製造業の搬出額

においては１９８８年以来大きな変動はないが，非製造業部門において搬入額の急

激な低下が進行しているのである。外国からの搬入先は，フィリッ ピン２５ ．６％ ，

フランス７ ．３％，イギリス７％，ノルウェー６ ．８％，香港６．２％などとなっ てお

り， 品目は食料品８６ ．３％，衣類４ ．３％，雑貨などとなっ ている。搬入先および

搬入品でみるかぎりにおいて，自由貿易地域は，アジア地域などから肉類，魚

介類などの食料品原料を輸入して加工するかあるいは加工した食料品，繊維 ・

雑貨などを輸入して県外に搬出するということで，いわば付加価値の小さい製
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第７表　自由貿易地域入居企業の事業実績 （単位 ：１００万円）

１９８８ １９８９ １９９０ １９９１

実績
則　比
実績

削　比
実績

則　比
実績

則　比
％ ％ ％ ％

搬　　入　　額 ２， １９１

‘
５， ３５７ ２４５ ４， ５８８ ８６ １， ５８１ ３４

搬入先 国内 １１３ １， ８３３ ２， ０６７ ６９３

（５％） （３４％） （４５％） （４４％）

国外 ２， ０７８ ３， ５１９ ２， ５０１ ８８８

（９５％） （６６％） （５５％） （５６％）

殻　　出　　額 ２， ２１８

■
５， ４２１ ２４４ ４， ８４８ ８９ ２， ２５７ ４６

搬出先 県内 １， ４６０ ４， １４５

（６６％）

４， ０１２

（７６％）

１， ６５４

（８３％） （７３％）

県外 １６１ １， ０７５ ７５５ ５６８

（７％） （２０％） （１５％） （２５％）

国外 ５９７ ２０２ ８１ ３５

（２７％） （４％） （２％） （２％）

被雇用者数
１３９人

・
１３４人 ９６ １５１人 １１３ １２７人 ８４

入居企業数
２７

１
２７ １００ ２７ １００ ２７ １００

（出所）自由貿易地域管理事務所資料。

第８表 自由貿易地域年別搬入額推移 （単位 ：１ ，０００円）

１９８８ １９８９ １９９０ １９９１

製　　　　　　造 （８社）　１０３ ，４２７ （８社）　９５９ ，１２７ （７社）１ ，６１７ ，４１９ （７社）１ ，１５７ ，２９０

非　　製　　造 （１９社）２ ，６８７ ，４１５ （１９社）４ ，３９７ ，９９９ （２０社）２ ，９７０ ，７４７ （１７社）　４２４ ，３９６

計 ２， １９０ ，８４２ ５， ３５７ ，１２６ ４， ５８８ ，１６６ １， ５８１ ，６８６

サ　ー　ビス　業 １， ３７７ ，３００

（注）　　表中の数値は，歴年においての実績値である 。

　　　表中の「製造」とは，沖縄開発庁による認定事業にかかわらず，当該年内において現に製造を主に行

　　　った企業を指し，（）内はその企業数である。「非製造」とは，製造以外を主とした企業を指す 。
　　３　サービス業とは，自社で貿易をせず，自由貿易地域内外の企業へのサービスを提供している企業 。
（出所）第７表と同じ 。

造業ないしは卸売り業を主体としているということになる。こうした特徴は ，

自由貿易地域が国外からの輸入品に対しての通関手続きの迅速化，低率関税な

どのメリ ットが発揮されていないことを示すことであり ，また自由貿易地域で

の製品生産そのものが外国品を用いなくてもよいような体制になっ てきている

こと，さらには自由貿易地域全体の生産の低下に起因するものであろう 。搬出

額においても搬出先の変化が著しく反映している 。１９８８年の搬出先は県内６６％ ，
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　　第１図　自由貿易地域搬入先 ・搬出先（１９９１年）

　　県外　約２．１億円　　　　外国　１ ．４％

　　　　　　　　　　　約３千万円
１３．３％

約４．８億円

７５

約５．７億円

（出所）　自由貿易地域管理事務所資料

　　　　　　　　　　　第２図　品目別搬入高

衣類等　Ｏ．７億円

　　　　て ）ノ１山　　１→１冒□「　　　　　　　　　家庭製品　　　　約２７０万円（１９％）

．７億円　　ｇ．４％ 貴石等　　　　　約２３０万円（１ ．６％）

　麗、鍵　難鰯１萎

．３
ｏ 繊維製晶等　　約１４００万円（１０．０％）

鞘・

　脾 約１３６億円
義．

その他の雑製品　約１ ．２億円（８６．５％）
。坤．｝
　．’鍵

竈．

撒１：甜　　

毫・ 搬入品 、轟…
槻鞘幟

徽亜

曲

舳・聾
・灘

肉類 ・同調製晶　約２．５億円（１８ ．３％）
躍１萎

臣　　

鑑一

＾＝、
魚介類 ・同調製品約８．４億円（６１ ．８％）

果実及び野菜　　約１．１億円（８．９％）

謹
鱗騒
圭榊

穀物及び同調製品約０．２億円（１ ．５％）

その他　　　　　約１．４億円（９．５％）

ｒ■その他’４飢製品

（出所）第１図と同じ 。

県外７％，国外２７％の比率であ ったのが，１９９１年では県内７３％，県外２５％，国

外２％となっ ており県内 ・県外比率が高まっ てきている。また雇用者数におい

ても１９９０年の１５１人を最大として１９９１年には１２７人と減少している 。

　沖縄自由貿易地域は，１９９２年３月に製造業２社が撤退している。そのうちの

１社は外国から安価な米を輸入しての製造で，国内の業者に比してコストの低

下をはかることを目的としたものであり ，さらに将来的には米の輸入自由化が

行われ米菓製造のコスト低下が課題になるとの予測のもとでの進出であ った 。

ところが米菓は国内製造の低迷のなかで外国での生産が増大傾向にあり ，自由

貿易地域での生産においても採算があわず撤退を余儀なくされたのである。ま

た別の１社は簾家具生産を目的として進出したのであるがこの４年問全く製造
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しておらず撤退ということになっ た。

　このように沖縄自由貿易地域は，搬入 ・搬出額の低下，撤退企業の存在など

によっ て， 存立そのものが問われるようになっ たのである。自由貿易地域の不

振の要因に関して行政レベルでは，一つには行政の支援の不足，二つには企業

の自助努力の欠如，三つには企業規模の小さいことおよぴ自由貿易地域の規模

の小ささを掲げている。またその他の経済的要因としては自由貿易地域を含む

沖縄は賃金の高騰によりコストが高くなっ てきていること ，アジァＮＩＥＳを

はじめとしたアジア諸国での生産力の発展，国際的競争力の上昇が沖縄の競争

力を相対的に低下していることなどである。そこで沖縄の行政当局としては ，

自由貿易地域の維持 ・発展のために現在入居している企業に対して実態調査を

実施し将来的な施策の参考にしようとする方向もでている。行政としては自由

貿易地域の将来的な拡張よりも現在の自由貿易地域の存続を則提にしての施策

を講じることに主眼がおかれている。すなわち現在の自由貿易地域の存続のた

めには，入居企業を現在よりも減少させ規模を大きくすること ，リーディング

カンパニーなどを入居させることによっ て全体の生産水準を拡大すること ，通

関実務などの一層の迅速化を実施すること，入居企業は国内外を問わずに募集

すること ，などが具体的な内容とな っている 。

　貿易振興をめざす行政レベルでの施策に対して，現在自由貿易地域に入居を

希望している企業は台湾企業であり ，日本の品質管理の優れた面を利用するこ

とあるいはより高い付加価値をもつものの生産が可能であることなどを利用し

て， 香港などへ輸出することを企画している。もともと自由貿易地域は内外を

問わず入居することを前提として設立されたのであるが，設立されて５年一部

入居企業が撤退する中で新たな入居希望を出しているのが台湾企業であるとい

うのは，沖縄自由貿易地域の将来の方向性を明示しているのかもしれない。も

ちろんこの台湾企業に対して素材を提供するのは本土企業であり ，この計画も

本土企業が媒介して行われているものであろう 。むしろ沖縄の経済的発展，沖

縄企業の生産確保，沖縄県民の雇用確保などといっ た自由貿易地域創設の初期

の目的は，５年を経ずして性格の変更を迫られているということになる 。
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　こうした性格をもつ沖縄自由貿易地域を活性化する方策は何かということで ，

沖縄県は１９９０年に自由貿易地域の拡大に関する調査を民問研究所に委託してい

る。 その調査は『沖縄県自由貿易の拡大に関する調査報告書』としてまとめら

れている。報告書は自由貿易地域は「基本的に関税法の保税地域としての性格

が強く ，企業↓地や産業の振興によっ て沖縄経済の自立化，活性化を促進する

には，規模も小さいこともあ って，いまひとつインパクトに欠けることは否め
　　６）

ない」としている。そこで調査の目的は「ポスト香港をにらみつつ環太平洋

地域における物流中継加工基地を形成する」ための条件整備を検討することに

おいている。自由貿易地域を物流中継加工基地として形成していくためには現

在の輸入は「石油や食料品に極端に集中し，輸入先も米国と中近東に偏 って」

おり ，「製品輸入が少なく近隣アジア諸国からの輸入ウェイトが小さい。こう

した特徴は，アジアの物流基地としての役割を担おうとするには最も不適当な

現象といえる」であろうとしている。当面の課題としては「食料品以外の製品

輸入の拡大をはかるとともに，本土市場をも考慮に入れた取引の量的拡大を積

極的に進めていく姿勢を官民あげて打ち出すこと」，その方法としては「地理

的優位を生かして輸出入両面において東南アジア市場開拓を可及的にすみやか

　　　７）
に実施」すべきであると提案している。すでに九州各県や日本海側の各県で

はアジアＮＩＥＳやＡＳＥＡＮ諸国との経済的関係が進み貿易も年々拡大してい

る状況があり ，沖縄においても実現可能であるとの提起である。報告書では香

港の物流基地とての役割と今後の方向性，アメリカのフリートレードゾーンの

実態および日本の主要県における物流構想と取り組み状況を分析する中で沖縄

自由貿易地域拡大の方向を提起している。その提起は一つには香港の状況をふ

まえながら，香港の国際貨物輸送量の拡大に伴いシンガポールをはじめアジア

の国際諸港の輸送量も増加するという背景があることから港湾施設の整備，空

輸機能の拡充，空輸貨物ターミナルの整備，空路の開発などの必要性を掲げて

いる。二つには沖縄自由貿易地域の拡大の方策として，「既存の自由貿易地域

那覇地区の拡張 ・拡大と新たなフリーソーンの設置を同時に平行的に進めるこ

　　　　　　７）
とを検討する」こととしている。そして計画を進めるにあた っては，物流の量
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的拡大，人的交流の拡大，観光開発とのド ソキングを提起している。さらに自

由貿易地域を組立 ・加工 ・製造を中心とした輸入，再輸出をおこなう地域とし

て発展させようとすれば，現在の場所では狭小であり ，将来的には中城湾新港

を開発地域としていく必要があろうことも提起している。「報告書」による提

起は，現在の自由貿易地域は客観情勢からすれば発展の可能性が小さいという

こと，すなわち現在の世界経済構造の変化，香港との競合関係，アメリカのフ

リートレードゾーンとの比較などによっ て， 沖縄自由貿易地域の限界性を指摘

しているのである。沖縄の経済的発展は，「報告書」の行間から読みとれば自

由貿易地域の拡大とは異なる道を選ぶ必要性を提起しているように思われる
。

　沖縄県商工労働部では「自由貿易地域に係わる沖縄振興開発特別措置法の総

点検及び制度改正要望について」を１９９１年６月に提出している。そこでは自由

貿易地域は十分に機能していないという状況認識のもとでその要因として１
．

現那覇地区の施設が狭隆であること ，２　那覇地区は，これを支援する空港 ，

港湾施設と直結しておらず機能が不十分であること ，３ ．全国市場等への参入

が極めて困難であること ，４　入居企業の貿易実務に対するノウハウの蓄積が

乏しいこと ，５ ．常設展示場が狭く ，集客及び商談機能が不十分であること
，

６　入居企業が零細であるため，自由貿易地域制度の恩典等を十分に活用でき

ないことをあげている。こうした分析をふまえて沖縄経済発展の一環としての

自由貿易地域は，自由貿易制度改正と ，制度そのものの見直しの必要性を強調

している。その根拠としては，第１に自由貿易地域は沖縄振興開発特別措置法

によっ て沖縄県のみに許容されること ，第２に沖縄は復帰前に類似の自由貿易

制度を有していたこと，第３に沖縄は本土から遠隔地にあり特別施策が付与さ

れても国内に対する影響が小さいこと ，第４に国土の０６％を占めるにすぎな

い沖縄にアメリカ軍施設 ・基地の７５％が集中しており ，このことが土地利用の

制約および沖縄の自立的経済発展を阻害する要因になっていることを掲げてい

る。 沖縄自由貿易地域は制度としては確立されたが，規模の面，制度そのもの

の不備などで機能が十分に発揮していない。そこで沖縄は本土政府に対して自

由貿易地域の発展のためにさらなる整備 ・拡充を図るような措置を講じるよう
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に要望しているのである。この商工労働部の提起を受けて沖縄県行政は，自由

貿易地域の存続発展をはかるために本土政府 ・関連機関等に要望書を提出して

いる。その内容は自由貿易地域に関する制度の延長，税制優遇対象業種の拡大 ，

自由貿易地域に対して類似の制度の適用，さらには中城港新港地域への拡大な

どを掲げている 。

　沖縄自由貿易地域は，当初設立された主旨とは異なっ た方向に進まさるをえ

ない状況になっ てきている。沖縄自由貿易地域に入居した企業の目的は，輸入

品の関税の免除，通関の迅速化，税制 ・金融上の優遇措置，リース方式による

施設利用などであ って，自由貿易地域で生産の拡大や企業規模の拡大を目指し

たりするものでもなく ，したがって大企業の入居よりも中小規模企業の入居が

おこなわれたのである。さらに自由貿易地域は外国への輸出を目的にするとい

うよりも国内市場への販売を目的として進出した企業の方が多い。こうした企

業は東南アジア諸地域から安価な商晶を輸入し，本土へ販売するという形態で

自由貿易地域をいわば中継点として利用していこうとするものである。通関手

続きの迅速化，関税の免除などは，輸入商品を取り扱う本土の他の地域よりも

有利な条件をつくりだしているのである。自由貿易地域に入居することによっ

てこのような有利な条件が与えられるならは入居希望企業は増大するであろう

し， また商晶の取引高も増大するであろうが，事実は逆の方向に進んでいる 。

すなわち前述のように商品の取引高は減少しているし，入居した企業の中には

撤退をおこなう企業も出てきている。沖縄自由貿易地域に関する限り設立目的

と実際の状況は大きな隔たりがあるということである。この隔たりの原因は何

かということになれは，沖縄県商工労働部の文書にもあるように，自由貿易地

域の規模が小さいということ ，本土へのアクセスが不十分なこと ，制度そのも

のの不備があること ，沖縄企業の本土への参入が容易でないことなどがあげら

れよう 。

　こうした要因の他に問題点を掲げれは，第１に製造業の導入を目指すという

ような自由貿易地域のあり方の問題であろう 。日本の貿易特に輸出の王流は ，

いまや高付加価値 ・局度技術集約型産業に移行しようとしている。単純な加工

　　　　　　　　　　　　　　　　（５８１）
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製造品は，アジアＮＩＥＳをはじめＡＳＥＡＮの諸国との競合を避けられず，ま

た日本企業のこれらの地域への現地進出によっ て日本の国内での生産の拡大は

期待できなくなっ ている。したがって自由貿易地域での加工生産という体制そ

のものの再検討が必要になっ ているのである。第２に関税の免除などの優遇措

置の適用の問題である。日本の関税に関しては一部の特殊な商品を除いて低率

であり自由貿易地域でのメリットは小さくなっ ている。関税の優遇措置を目的

とした自由貿易地域はむしろ発展途上国なとで大きなメリ ソトがあるのであ っ

て， 沖縄だけが大きな利益を有することにはならないということである 。第３

に市場の問題である。沖縄は製造業の発展が本土に比べ相対的に遅れている 。

本土資本は大規模素材産業をはじめ先端産業などの沖縄進出をおこなっ ていな

いし，今後も進出する方向にはないであろう 。そうなると自由貿易地域での製

造業企業は，沖縄の従来型産業との結合かあるいは本土企業との結合かのとち

らかを選択しなければならない。本土企業との結合ということになれば本土の

産業との対応関係にある産業企業の入居が必要であろうが現実にはこうした政

策はとられていない。また沖縄産業との結合ということになれば，沖縄企業が

自由貿易地域に入居する必要性は少ないということになる。第４に世界経済の

動向と日本経済の動向との関連である。世界経済の動向に関していえば，アジ

アＮＩＥＳ，ＡＳＥＡＮあるいは中国の生産 ・貿易動向が日本貿易に与える影響で

ある。アジア諸国との競合関係は，日本の各地の地域産業 ・地場産業に大きな

影響を与え地域経済構造の再編が課題になっ てきているほどである。また

ＧＡＴＴウルグァイ ・ラウンドの進行は，関税率の一層の引き下げが進むであ

ろうし，農産物を含む輸入自由化が進展するであろう 。そうなれば自由貿易地

域のメリットはさらに小さくなることになる。自由貿易地域の内容は現代世界

経済あるいは日本経済との関連でつくる必要があるということになる 。

　それでは沖縄自由貿易地域は今後どのような方向を目指していくべきなので

あろうか。現在の自由貿易地域の目的ともなっ ている製造業主体の内容の変更

が必要であろう 。その理由は前述のようにあるいは４年間の実績のなかで明ら

かになっ ている。製造業主体でない自由貿易地域はどのような内容を持つもの
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に編成替えしていくかといえば，輸入晶の展示および販売場への転換である 。

輸入品の展示 ・販売は一部の専門業者のみを対象としたものではなく ，一般の

人々にも利用できる内容をもつものでなくてはならない。沖縄には観光戻し税

制度が特例地域として期限付きで認められている。この制度を利用して自由貿

易地域に輸入晶の展示お上ぴ販売を行ろことに在れば現在以上に観光戻し税制

度の活用ということになるであろう 。現在の観光戻し税制度の利用は，空港 ，

ホテルあるいは一部の商店などに限られており利用額に大きな増加はない。ま

た沖縄には大規模な輸入品の展示施設もなく輸入品の種類も限られている。そ

こで自由貿易地域を世界各地の輸入品の展示，販売がおこなわれる施設に転換

すれば輸入業者にとっ ても利点は大きいし，一般の観光客にとっ ても新たな観

光施設となることが可能であろう 。現在の施設は那覇空港に隣接しており交通

・運輸的な側面でも利点が大きいし，また建物自体も輸入品の展示 ・販売施設

に転換することが可能な構造になっ ている。ただし輸入品の展示 ・販売といっ

ても世界各地のすべての商品を取り扱うというようなことは不可能であること

から，当面はアジア諸地域の製品および欧米の製品ということになろう 。この

ように自由貿易地域を転換することによっ て， 沖縄の雇用は確保されることに

なるし，自由貿易地域の活用をはかることが可能になるであろう 。また自由貿

易地域では法律 ・制度上の制約から製造業の導入が必要であるならば，沖縄の

地場 ・伝統産業の導入によっ て， 日本各地への販売あるいは外国への輸出も可

能になるであろう 。さらに自由貿易地域への入居は，沖縄の企業にのみ限定す

る必要はなく ，外国とりわけアジア諸国の企業の入居も積極的にはか っていく

べきであろう 。こうした取り組みは，輸出超過の減少という現在の日本貿易の

課題を遂行する小さくはあるが一つの試みとなるであろう 。

　　１）「自由貿易地域ガイド」沖縄県，１９８７年，１ぺ一ジ 。

　　２）同上，１ぺ一ジ 。

　　３）　同上，１ぺ一ジ 。

　　４）　自由貿易地域創設の過程および問題点に関しては，杉野 ・岩田編『現代沖縄経

　　　済論』第５章，を参照されたい 。

　　５）同上書，１３５ぺ一ジ 。
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　６）丁沖縄県自由貿易地域の拡大に関する調査報告劃（財）国際貿易投資研究所 ，

　　１９９０年，１ぺ一ジ 。

　７）同上書，２０－１ぺ一ジ 。

　８）同上書，２７６ぺ一ジ 。

（５８４）




